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「知的財産推進計画２０１３」骨子に盛り込むべき事項（案） 

～コンテンツ強化関連部分～ 

 

【情勢認識】 

２００３年の知財財産戦略本部の創設から１０年が経過し、創設当時

は想定されていなかった高速インターネット網の世界的普及がもたらす

技術革新や、経済連携協定（ＥＰＡ）といった政府間の取組などを通じ

た国境という経済的障壁の低減により、国境を越えてあらゆるものが自

由に往来するボーダーレス化が本格的に進展し、シームレスに世界がつ

ながる「グローバル・ネットワーク時代」が到来している。 

従来のコンテンツ産業が前提としていた産業生態系が著しく変化し、

コンテンツ流通におけるコンテンツ・サービス・デバイスの関係は、放

送番組、放送局、テレビ受像機といった分野別垂直統合的なモデルから、

種々のコンテンツが様々な経路を経て多様なデバイスへ提供される分野

横断的水平融合的なモデルへと変容している。この新たなモデルにおい

て、コンテンツ自体は、クリエーターが作成するもののみならず、ユー

ザーが作成するものや、公共セクターが保有する公共データ、教育コン

テンツ、ビッグデータにまでその範囲を広げ、多様化・多層化している。 

同時に近年のクラウドの発達に加え、３次元プリンターなどを活用し

たデジタルファブリケーションなどの最新技術の普及により、ものづく

りとコンテンツがより一層分野横断的に複雑に絡み合い、コンテンツの

世界中への伝播が容易になる一方で、我が国独自の魅力を持つ日本ブラ

ンドが世界中で高い評価を受けており、その海外展開やインバウンド、

それに伴う我が国産業と文化の発展が期待されている。 

さらに、知的財産を核として、情報の駆使により広範な財やサービス

を柔軟に組合せて最適化を進める「スマートパワー」が各産業の在り方

を大きく変えてきている。 

このように従来の見方だけではカバーできない創造的な変革が起こっ

ている。今までの１０年で起こったことが今後の２、３年で起こり、今

までの５０年で起こったことが今後の１０年で起こる可能性もある。コ

ンテンツ強化に向けた総合戦略には、競争力の源泉となるイノベーショ

ンを促進するとともに、変化していく時代に適合したコンテンツの知的

財産マネジメントが求められており、グローバルに次世代産業生態系の

変容と多様化を見通し、先手を打っていくものに変わるとともに、これ

からの若者たちの発想を実現化できる環境づくりを進めていく必要があ
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る。 

そういった視点から、国全体が意識を共有し、実効的な政策を強力に

推進していくため、「コンテンツ創造立国」を宣言することにより、我が

国が一体となってコンテンツ産業の国際競争力の強化を志向していく。

その具体化に向けては、コンテンツの世界展開を支えるデジタル・ネッ

トワーク社会に対応した環境整備を進めるとともに、我が国の経済と文

化の成長の原動力となるコンテンツを中心としたソフトパワーの強化を

柱とした関連施策を策定し、官民が一体となって実施する必要がある。 

これらの施策を進めるに当たっては、政府が一体となった取組が不可

欠であり、科学技術政策や文化政策、ＩＴ政策との融合を図っていくこ

とが重要である。 

 

（デジタル・ネットワーク社会に対応した環境整備） 

デジタル化、ネットワーク化が本格化して２０年が経過し、新しいビ

ジネスチャンスが広がっている。特にこの１０年間でコンテンツが注目

を集め、著作権法を改正してデジタル化、ネットワーク化に対応するな

ど各般の取組が進められてきた。 

しかしながら、コンテンツの利用や情報の生産は爆発的に増大する一

方、我が国のコンテンツ産業の市場規模は拡大するどころか、縮小傾向

にある。 

この数年、多様な情報端末によるマルチスクリーン、クラウドネット

ワーク、ソーシャルサービスといったメディアの刷新が起こるとともに、

スマートテレビといった新しい市場が生み出されてきている。これまで

パッケージ・コンテンツが市場の中心であったが、ユーザー経験がより

重視され、ソーシャルゲームのようなダイナミックなコンテンツや、ユー

ザーが目的に応じて利用するアプリケーションソフトウェアの重要性が

増している。また、ユーザー・ジェネレイテッド・コンテンツの急速な

広がりや、コンピュータの能力向上などにより大量・多様なデータ処理・

利用が可能となった公共セクターが保有する公共データ、更には教育コ

ンテンツ、ビッグデータといった従来の文芸やエンターテインメントに

止まらないコンテンツの広がりや変容を見せるとともに、またコンテン

ツが活用される場面も、教育・医療・商業にまで多岐にわたるなど、デ

ジタル・ネットワーク社会はより一層のイノベーションが求められる新

しい段階に入ってきている。 

そういった中、コンテンツ産業の流通プロセスを担う日本のプラット

フォーム構築のグローバル競争において、我が国は他国に後れを取って

いる。 

これまで人と人の間で流通していたコンテンツが、ビッグデータの推
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進により大量の情報が産業の各般で活用され、機械と機械の間でのコン

テンツの流通のウェイトが高まってきており、コンテンツ政策が産業競

争力と直結するとともに、関連する産業全体を見通したものとする視点

が不可欠となっている。 

このような状況の中、権利の保護は重要な課題であるが、世界的なデ

ジタル化・ネットワーク化の急速な進展やコンテンツ産業の生態系の変

化に対応しつつ、新しい産業と文化の発展を続けるためには、権利者と

利用者の利害対立といった構造を超えた総合的な制度設計や新分野の創

造により、コンテンツの活用と再生産につながるサイクルを生み出して

いくことが不可欠である。 

また、「コンテンツ」は著作権、「ものづくり」は産業財産権という従

来の二分法を前提とした産業政策の限界を超えて、権利の集中化、処理

の円滑化によりコンテンツの産業利用を促進するとともに、新たなイノ

ベーションの源泉としてオープンソースでの著作物の利用の促進を図る

必要がある。 

こういった新産業や文化発展のための環境整備を図るとともに、コン

テンツを核とした海外市場の獲得や新ビジネス・新市場の創出を実現し、

経済活性化と日本のプレゼンスの向上を図るためには、国家戦略として

コンテンツ政策のプライオリティを高めていく必要がある。 

また、今後の新しい産業や文化の発展の基盤となる知的インフラの基

盤整備を進めるため、各分野のコンテンツのデジタル・アーカイブ化や

利用環境を整備するとともに、教育の情報化も推進しながらクリエー

ターを含む次世代の育成を図る。 

 

（コンテンツを中心としたソフトパワーの強化） 

クールジャパンという言葉に代表されるように、我が国独自の個性豊

かな文化は、世界の共感を得ている。その共感は、マンガ、アニメ、ゲー

ムといったコンテンツに止まらず、ファッション、食、伝統芸能・工芸、

観光などに広がっている。さらに、工業デザイン、サービス水準、家族

経営、生活様式といった経済・文化全般に注目が集まっている。 

こうしたソフトパワーを経済成長につなげるために、著しい経済成長

を遂げつつあるアジア諸国を始めとする海外市場を取り込むことが我が

国の重要なミッションである。 

手法としては、メディアやイベントでの情報発信を強化するというア

ウトバウンドの取組が第一である。我が国で売れるコンテンツを海外で

も売るという考え方から、海外展開を一層重視し、ターゲット国・地域

をどう設定し、そこで売れるためにはどのようなコンテンツとすべきな

のか、日本発のコンテンツの価値を高めるために手当すべき制度的対応
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は何か、当該国・地域への発信やパッケージ化した展開のための分野横

断的連携をどう実現するかといった視点から、文化外交を含む戦略的な

海外展開を推進するための支援を行う。その際、コンテンツ産業の大部

分を占める中小企業の持つ魅力あるコンテンツの海外展開を積極的に支

援する必要がある。 

また、人や技術を取り込み、日本しかないストーリーや文化の本場に

して、新たな消費を生み出すとともに、新たな産業や文化を更に発展さ

せるというインバウンドの取組が第二である。インバウンドを通じて日

本ファンを更に大きく増やすことが、日本ブランドの海外展開にも寄与

し、それが更なるインバウンドに繋がるという好循環を生み出す。 

さらに、我が国のコンテンツの知的財産権を保護・育成する観点から、

国内外の模倣品・海賊版対策を強化するとともに、コンテンツ創造のた

めの人財育成を進める取組が第三である。 

重要なことは、日本ブランドの力を明確に認識することである。それ

には二つあり、一つは我が国が潜在的に有する総合力である。コンテン

ツやデザインを生み出す文化の力と、高品質な製品やサービスを作るも

のづくりの力。この古来から培ってきた文化力と技術力の双方を組み合

わせ、高めあう総合力が新しい日本の強みになる。 

もう一つは、国民のみんなの力。日本のポップカルチャーは限られた

天才というより、より広範な人々が作り出す文化として育んできたもの

であり、いわばソーシャルなコミュニケーションが育む新たな力である。

ネットワークでみんながつながる時代は大いなるチャンスである。 

しかし問題は、その力を日本人があまり認識していないことである。

米国企業の国際調査では、世界で最もクリエイティブな国は日本だとい

う評価が圧倒的一位だったのに対して、日本人だけが日本のことをクリ

エイティブだと思っていないという結果が出ている。 

日本人が自らを点検し、評価しつつ、海外に自信をもって日本ブラン

ドを展開していくことが重要である。 
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１． デジタル・ネットワーク社会に対応した環境整備 

 

（１）コンテンツ産業を巡る生態系変化への対応 

 

【施策例】（注：以下、「短期」とは１～２年、「中期」とは３～４年で実施

する事項。） 

 

（インターネットにおけるコンテンツの自由な利用の促進） 

・クリエーターのみならず、ユーザーが作成するユーザー・ジェネレ

イテッド・コンテンツの拡大を踏まえ、インターネットを活用した

ユーザーが作り出す新たなコンテンツの創造と自由な利用の促進

を図る観点から、クリエイティブ・コモンズ・ライセンスといった

パブリックライセンスの普及などについて検討を行い、必要な措置

を講じる。（短期・中期）（文部科学省） 

（公共データの二次利用促進） 

・電子行政オープンデータ戦略において公共データの広範な二次利用

を促進する観点から、公的機関が保有する公共データに関して、ビ

ジネスや教育を含む公共サービスにおける利用促進のためのルー

ルなどの基盤整備について検討を行い、必要な措置を講じる。（短

期）（内閣官房） 

 

（２）コンテンツ産業の市場拡大に向けた環境醸成 

 

【施策例】 

 

（新しい産業の創出環境の形成に向けた制度構築） 

・クラウドサービスといった新しい産業の創出や拡大を促進する全体

的な法的環境の整備を図るため、著作権の権利制限規定の見直しや

円滑なライセンシング体制の構築などの制度の在り方について検

討を行い、必要な措置を講じる。（短期）（文部科学省） 

（クリエーターへの適切な対価還元に向けた制度構築） 

・クリエーターへ適切な対価が還元されるよう、私的録音録画補償金

制度について、引き続き制度の見直しを行うとともに、必要に応じ

て当該制度に代わる新たな仕組みの導入を含む抜本的な検討を行

い、コンテンツの再生産につながるサイクルを生み出すための仕組

みを構築する。（短期・中期）（文部科学省、経済産業省） 

（新しい産業の創出・拡大に向けたコンテンツの権利処理の円滑化） 

・放送番組などの二次利用を促進するため、コンテンツに関する実演
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家及びレコードそれぞれについて、権利情報の一元的管理や権利処

理を集中的に行う機関を整備するなど、権利処理の円滑化のための

環境整備の取組を推進する。（短期・中期）（総務省、文部科学省） 

・孤児著作物を含む過去の膨大なコンテンツ資産の権利処理の円滑化

によりその利用を促進するため、著作権者不明の場合の裁定制度の

在り方を見直し、権利者不明の立証負担の軽減や標準処理期間の短

縮などにより、手続きの簡素化、迅速化を推進する。（短期・中期）

（文部科学省） 

・放送コンテンツのインターネット配信に係る権利処理の円滑化を図

るため、放送番組製作時における二次利用の許諾を含めた契約の在

り方や、放送後一定期間内のインターネット配信・ウェブキャス

ティングに係る権利処理の在り方など、契約や関連法制度上の課題

について検討を行い、必要な措置を講じる。（短期・中期）（総務省、

文部科学省） 

・産業財産的に製作されるコンテンツの利用の円滑化を図るため、ラ

イセンス契約などにより著作物などの権利帰属を一元化したライ

センシーを保護することで、法的安定性や二次利用の円滑化に資す

る新たな仕組みも含めて検討を行い、必要な措置を講じる。（短期・

中期）（文部科学省） 

・コンテンツのグローバルな流通と適正な保護を促進するため、コン

テンツにＩＤを付与し、権利処理に係る情報を集約するデータベー

スの整備とコンテンツ利用に係る対価の徴収・分配システムの整備

を促進する。（短期・中期）（総務省、文部科学省） 

・知財総合支援窓口において、グローバル展開、著作権、不正競争防

止法関連などの相談機能についても、関係機関と連携した支援を含

め総合的に強化していくとともに、各省においてセミナーの開催な

ど普及啓発活動を強化する。（短期・中期）（経済産業省、文部科学

省） 

（知財活動の円滑化に向けた通商関連協定の活用） 

・自由貿易協定（ＦＴＡ）／経済連携協定（ＥＰＡ）、投資協定など

の二国間・多国間協定の交渉の機会を通じて、グローバルな企業

活動を阻害する知的財産分野における国際的な問題の解決・改善

を図る。我が国産業界などの要望を踏まえつつ、交渉相手国の知

的財産制度の整備や実効的な法執行の確保などを促し、また、Ｔ

ＲＩＰＳ協定などの規定を上回る水準の知的財産の保護が達成さ

れるよう、積極的に働きかける。特に、環太平洋パートナーシッ

プ（ＴＰＰ）協定については、産業界を始めとした関係者の意見

を踏まえつつ、国益にかなう最善の結果を追求する。（短期・中期）
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（外務省、経済産業省、農林水産省、文部科学省、財務省） 

（電子書籍の本格的な普及促進） 

・海外の巨大プラットフォーム事業者などに対する交渉力向上や模倣

品・海賊版対策などのため、電子書籍に対応した出版権の整備など

出版者への権利付与や、書籍の出版・電子配信に係る契約に関する

課題について早期に検討を行い、必要な措置を講じる。（短期）（文

部科学省） 

・電子書籍の普及拡大を図るため、専門書を含む電子書籍コンテンツ

数の拡大による利用者の裾野拡大といった民間の取組を支援する。

（短期）（経済産業省） 

（プラットフォームの形成の推進） 

・出版、音楽、写真、映画、アニメ、テレビ放送番組、ゲームといっ

た多様なコンテンツを提供するプラットフォーム支援を通じてコ

ンテンツがプラットフォームをリードするエコシステム実現の促

進を支援する。(短期・中期)（総務省、経済産業省） 

・クリエーターの自由な表現活動が萎縮しないよう、プラットフォー

ム事業者とコンテンツ事業者間の取り決めの透明化やルール作り

の必要性を検討するとともに、プラットフォームに関し、対外的に

日本企業が不利になるような自主規制や契約慣行により競争力の

低下につながることのないよう、業界の自主規制や慣行などの見直

しの取組を支援する。（短期）（経済産業省） 

（ビッグデータビジネスの振興） 

・情報通信技術の進展に伴って各事業分野において大量に生成される

ユーザー情報、映像・音声、センサー情報といった、価値ある知的

財産を生み出すビッグデータを経営資源として捉え、これを利活用

した新ビジネス創出・高付加価値化を進めるため、プライバシー保

護と利活用のバランスに配慮したパーソナルデータの取扱に係る

ルールなどの事業環境整備や研究開発などに取り組む。（短期・中

期）（総務省、文部科学省、経済産業省） 

 

（３）デジタル・ネットワーク環境促進の基盤整備 

 

【施策例】 

 

（文化資産のデジタル・アーカイブ化の促進）  

・新たな産業や文化創造の基盤となる知的インフラを構築するため、

書籍、映画、放送番組、音楽、アニメ、マンガ、ゲーム、デザイン、

写真、文化財といった文化資産及びこれらの関連資料などのデジタ
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ル・アーカイブ化を促進するとともに、各アーカイブ間の連携を実

現するための環境整備及び海外発信の強化について検討し、必要な

措置を講じる。（短期・中期）（総務省、文部科学省、経済産業省） 

（教育の情報化の推進） 

・すべての小・中学校において児童生徒１人１台の情報端末によるデ

ジタル教科書・教材の活用を始めとする教育の情報化の本格展開が

急務であり、実証研究などの状況を踏まえつつ、デジタル教科書・

教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度などの在り

方と併せて著作権制度上の課題を検討し、必要な措置を講じる。（短

期・中期）（文部科学省、総務省） 
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２． コンテンツを中心としたソフトパワーの強化 

 

（１）日本の伝統や文化などの魅力あるコンテンツ・製品などの発掘・創

造 

 

【施策例】 

 

（ターゲット国・地域で売るためのコンテンツ・製品の制作などに係る

支援） 

・ターゲット国・地域で売るために、日本固有の文化力とものづくり

の技術力の融合や、国民の幅広い発信力を活用しつつ、官民一体と

なって又は事業者の取組を国が支援する形で、魅力的なコンテンツ

や製品の制作などを進めるための支援を講じる。（短期）（経済産業

省、文部科学省、農林水産省） 

・海外市場で受け入れられるコンテンツの制作活動を通じた積極的な

対外発信を進めるため、国際共同製作などの国際的な創造発信活動

を支援することでコンテンツの質の向上やノウハウの蓄積を図る。

（短期）（経済産業省、文部科学省、総務省） 

（世界のコンテンツ供給国としての人財・開発拠点整備） 

・我が国のコンテンツ産業の優れた技術力と創造力を十分にビジネス

につなげていくため、各分野のコンテンツの集積や日本の伝統・文

化との融合とその発信により、世界に通用するコンテンツを生み出

していく人財育成と開発の創造拠点の整備を支援する。（短期・中

期）（文部科学省、経済産業省） 

（地域ブランドの確立） 

・地域の優れた産品や技術、文化資産（文化財、アニメ、ファッショ

ン、食などを含む。）などについて、ブランドマネジメントやコン

テンツなどとの連携などにより、その魅力を更に高め、世界に通用

するブランドとして確立し、海外展開や観光振興、地域活性化を進

める地域一体となった取組を実施する。（短期）（経済産業省、文部

科学省、農林水産省） 

・地域に根ざした文化芸術の魅力を国内外へ力強く発信し、また、国

際交流の推進を図るため、２０１４年開始予定の「東アジア文化都

市」の取組を推進するとともに、文化芸術の力で地域おこしなどに

取り組む「文化芸術創造都市」の情報集約・発信の国内プラット

フォームである「創造都市ネットワーク日本」への支援を通して、

地域ブランドの発信力を強化する。（短期）（文部科学省） 
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・我が国の高品質な農林水産物・食品の高付加価値化・ブランド力向

上に資する地理的表示（ＧＩ）の保護制度を導入し、輸出促進を図

る。（短期・中期）（農林水産省） 

・ご当地グルメなど、地域ブランドによる地域活性化に中心的に取り

組んでいる商工会議所などが地域団体商標の登録主体となるよう

に制度の拡充を図る。（短期）（経済産業省） 

（日本の高度な技術力を生かしたコンテンツ制作の促進） 

・高度な日本の技術力を生かして、３次元映像技術、デジタルファブ

リケーション（３次元プリンタなどでデジタルデータを基に造形す

ること）といったコンテンツ制作の高度化・効率化に有効な先端技

術開発を促進するなど、コンテンツ制作を効果的・効率的に行うた

めの取組を支援する。（短期）（総務省、経済産業省） 

 

（２）日本ブランドのグローバルな発信 

 

【施策例】 

 

（各国放送枠の確保や各地での日本イベントの実施） 

・日本のコンテンツや食と産業、文化を効果的にアピールするため、

関連産業と連携しつつ、海外現地放送局との提携などによって日本

コンテンツの放送枠の確保といった継続的な発信を促進するとと

もに、現地の言語や文化に合わせながら、日本の産業や文化と一体

となった魅力あるコンテンツを供給する取組を支援する。（短期）

（外務省、総務省、経済産業省、農林水産省） 

・日本ブランドに関するイベントの発信力を強化するため、世界各地

の日本コンテンツや産品のファンを拡大しながら、ファンと連携し

つつ、外国人に日本ブランドの魅力を伝える取組を国内外で重点的

かつ継続的に実施する。その際には、各イベント間の連携、インター

ネットの活用、外国人を取り込むことなどにより、効果的な発信を

図るとともに、定量的な効果測定などを実施し、その評価を行いつ

つ、更なる発信力の強化を図る。（短期）（内閣官房、外務省、文部

科学省、経済産業省、農林水産省、国土交通省） 

（国際会議などの活用による日本の魅力発信の強化） 

・首脳外交やダボス会議といったグローバルに影響力を有する人々が

集まる国際会議などにおいて、日本ブランドの持つ強みや魅力、「お

もてなし」といった日本的な価値の対外アピールを強化し、併せて

日本食材や日本産酒類などの普及促進を図る。（短期）（内閣官房、

外務省、経済産業省、農林水産省、財務省、文部科学省） 
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（３）戦略的な海外展開の推進 

 

【施策例】 

 

（海外展開のための資金供給） 

・魅力ある日本製品・サービスの海外における需要の開拓を官民一体

となって行うため、産業化に向けたリスクマネーの供給や専門家派

遣、助言などの支援を行う機関を設置し、各機関とも連携しつつ、

中小企業を含めた海外展開を行う企業などの取組を継続的に支援

する。（短期）（経済産業省） 

（各国基礎的調査の実施など海外展開支援の体制整備） 

・市場としての重要性がますます高くなるアジア新興国に関しては、

企業ＯＢや弁理士を含む知財人財を活用して現地大使館やジェト

ロなど在外における支援の体制や取り組みを強化し、模倣品被害の

実態把握に努めるとともに、現地での日本企業のエンフォースメン

トや日本ブランド推進を含めた知的財産活動の支援を一層充実さ

せる。（経済産業省、外務省） 

（コンテンツ規制の撤廃・緩和の働きかけ強化） 

・二国間や多国間の官民による協議・交渉において、映画・放送番組・

マンガ・アニメといったコンテンツの輸入規制を文化・産業面での

大きな参入障壁として捉え、協議・交渉全体の中でコンテンツ規制

の緩和・撤廃を優先度の高い課題として取り上げ、ハイレベルでの

働きかけを強力に進めていく。（短期）（外務省、経済産業省、総務

省） 

 

（４）国内外から人を日本に呼び込むインバウンドの推進 

 

【施策例】 

  

（海外からのロケ撮影の誘致促進） 

・海外からのロケ撮影の誘致に向けて、コンテンツ特区において得ら

れた成果について他地域での運用可能性を検討し、必要な措置を講

じる。（短期）（内閣官房、経済産業省、国土交通省、警察庁） 

・地域資源を活用して日本の多様な魅力を発信するため、全国各地で

のフィルムコミッションなどとの連携やロケ地情報の集約・提供な

どを通して、地域でのロケ撮影の受入れ体制整備を推進する。（短

期）（経済産業省、文部科学省） 



12 
 

（個人旅行の促進・ビジネス観光への取組強化） 

・訪日外国人旅行者の誘致を強化するため、個人旅行の促進に向けた

情報発信などを強化するとともに、今後の成長市場も視野に入れ、

各市場に対応した効果的なプロモーションを実施する。（短期）（内

閣官房、国土交通省、外務省） 

・ＭＩＣＥ誘致のためのマーケティング戦略の構築、受け入れ環境の

整備などを通じて、ＭＩＣＥ誘致の国際競争力の強化を図る。（短

期）（国土交通省） 

 

（５）模倣品・海賊版対策の推進 

 

【施策例】 

  

（正規品の流通拡大と一体となった侵害対策の推進） 

・模倣品・海賊版対策を強化するため、官民一体となった働きかけに

より侵害発生国での模倣品・海賊版の取締りやインターネット上か

らの削除といったエンフォースメントの一層の強化を図るととも

に、侵害対策と一体となった正規コンテンツの流通促進のための取

組を支援する。（短期）（外務省、経済産業省、総務省、文部科学省、

財務省、農林水産省） 

・コンテンツ侵害への対応の強化に資する著作権保護や違法コンテン

ツ流通防止に向けた普及啓発活動を行うため、官民のアウトリーチ

活動を積極的に推進する。（短期）（文部科学省） 

・侵害発生国における企業などの効果的な知的財産権保護を促進する

ため、侵害発生国の知的財産制度の調査及び情報提供、侵害コンテ

ンツの流通防止に向けた普及啓発などの取組を積極的に推進する。

（短期）（経済産業省、文部科学省、外務省） 

（国内取締り強化） 

・模倣品・海賊版の水際対策や違法な国内流通品の取締りを一層強化

するため、全国の税関・警察による集中取締りや、小口化・分散化

する知財侵害物品の輸入差止めに向けた権利者との一層の連携な

どを実施するとともに、ニセモノ購入を容認する意見が依然として

根強い状況に鑑み、国民の模倣品・海賊版に対する意識啓発を推進

する。（短期）（財務省、警察庁、経済産業省、文部科学省） 

（ＡＣＴＡの推進） 

・ＡＣＴＡ（偽造品の取引の防止に関する協定）に関し、既署名国を

中心とした他国に対して、ハイレベルを含めた働きかけをより積極

的に進めることにより、協定の早期発効を目指すとともに、アジア
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をはじめとする諸外国に対し協定への理解・参加を促す。（短期）（外

務省、経済産業省、文部科学省、農林水産省、総務省、法務省、財

務省） 

 

（６）コンテンツ人財の育成 

 

【施策例】 

 

（クリエーターの裾野の拡大） 

・クリエーターによる学校訪問、巡回公演、ワークショップや体験教

室の開催を通じて、子どもの頃からメディア芸術を含む様々な文化

芸術を体験することにより、子どもたちの発想力やコミュニケー

ション能力を養い、将来のクリエーターの育成を図る。（短期・中

期）（文部科学省） 

（若手クリエーターの育成） 

・若手クリエーターの育成に向けて、ものづくりを含むコンテンツ制

作現場で創造・発信活動を進めている若手を対象とした表彰制度や、

作品制作及び発表機会を提供する。（短期）（文部科学省） 

 ・遠隔地にいる多くの人による活用や交流を容易にするためにイン

ターネットを利用するなど、効果的なクリエーターの育成を支援す

る。（文部科学省・総務省） 

（グローバル人財の育成） 

・留学・海外研修や海外クリエーター・プロデューサーとの交流を通

して、海外でのコンテンツ制作の技能・知識を習得させるとともに、

国際的な感覚を身に付ける機会を設け、国際的に活躍するクリエー

ター、プロデューサーを育成する。（短期・中期）（文部科学省、経

済産業省） 

 ・専修学校、大学及び業界団体による産学連携コンソーシアムを活用

して、グローバルに活躍するクリエーター、プロデューサーの育成

強化を図る。（短期・中期）（文部科学省） 

（コンテンツ制作現場の環境の改善・取引の適正化） 

・コンテンツ制作現場に適正にビジネス活動の利益が還元される環境

を整備し、取引の適正化を図るため、独占禁止法及び下請代金支払

遅延等防止法を厳正に運用するとともに、クリエーターの就労環境

の改善向上の重要性にもかんがみ、取引適正化のため、クリエーター

の携わる製作取引適正化に関するガイドラインの普及啓発を進める。

（短期・中期）（公正取引委員会、総務省、経済産業省） 

 


